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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  124,442  116,320  1,487  -  -  70,641  41,160  3,032  - 8,122 

低

所

得

者

世

帯

給

付

金

に

係

る

部

分

本

体

分

1 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
緊急支援給
付金【低所
得者世帯給
付金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 41,160 41,160 41,160 

①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた低所得世帯を支援するため、1世帯あたり3万円を支
給する。
②給付金
③給付金総額　 　41,160,000円
　 算出根拠　負担金　1,372世帯×30,000円＝41,160,000円
④R5年度分の住民税非課税世帯

－ － ○ － R5.7 R6.3 支給世帯　1,372世帯 HP R5補正（地）
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世

帯

給

付

金

に

係

る

部

分

事

務

費

2 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
緊急支援給
付金（事務
費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 3,032 3,032 3,032 

①コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響を受けた低所得世帯を支援するため、1世帯あたり3万円を
支給する。
②給付金に係る事務費
③事務費　 　3,032,000円
　　　　　　　   会計年度任用職員報酬　700,000円（7月～3月）
　　　　　　     費用弁償（会計年度任用職員の通勤手当）　50,000
円
　　　　　　     消耗品　150,000円
　　　　　　     役務費　632,000円
　　　　　　     委託料　1,500,000円

－ － ○ － R5.7 R6.3 支給世帯　1,700世帯 HP R5補正（地）
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6

7

8 R4 単 ○ －

社会福祉施
設等物価高
騰対策支援
金【重点分】

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

14,718 14,000 14,000 718 

①コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響を受けている高齢者介護施設及び障害者福祉施設に対し
て、その影響を利用者に転嫁することなく施設運営ができるよう
補助金を交付する。
②補助金
③事業費 　　16,204,500円
積算根拠　全ての高齢者介護施設及び障害者福祉施設に対し
て、1事業所あたり一律で200,000円のほか、食事の回数及び定
員数に応じて加算して補助をする。
　1.介護施設　29事業所　計11,228,500円
　　◎一律200,000円×29か所=5,800,000円
　　(1)入所系  ５事業所　加算　20円×３食×247人×275日＝
4,075,500円
　　(2)通所系１2事業所　加算　20円×１食×246人×275日＝
1,353,000円
　　(3)訪問系１2事業所　食事の提供がないため加算なし
　2.障害者福祉施設　13事業所　計4,976,000円
　　◎一律200,000円×13事業所=2,600,000円
　　(1)入所系２事業所　加算　20円×３食×84人×275日＝
1,386,000円
　　(2)通所系７事業所　加算　20円×１食×180人×275日＝
990,000円
　　(3)訪問系4事業所　 食事の提供がないため加算なし
④高齢者介護施設及び障害者福祉施設（私立）

－ － － － R5.7 R6.3 交付事業所　42事業所 HP R5補正（地）

9 R4 単 ○ －
教育・保育
施設緊急対
策支援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

6,227 5,000 5,000 1,227 

①コロナ禍における原油等・物価高騰の影響により、教育・保育
施設における給食費（保護者負担分）4,700円を基準として、物価
高騰分20％を9か月補助する。
②補助金
③事業費    　6,226,560円
　　算出根拠　736人×4,700円×20%×9か月
④教育・保育施設

－ － － － R5.7 R6.3 補助施設　９施設 HP R5補正（地）

10 R4 単 ○ －
学校給食費
の無償化事
業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

46,818 43,641 43,641 3,177 

①コロナ禍において、エネルギー・食料品価格高騰に対する子
育て世帯の経済負担を軽減するため給食費を一定期間無償化
とする。
②賄材料費
③事業費　　 46,818,000円
   算出根拠　小学生　935人×3,950円×8か月＝29,546,000円
　　　　　　     中学生　508人×4,250円×8か月＝17,272,000円
④保護者

－ － ○ － R5.7 R6.3 保護者負担０ HP R5補正（地）

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 70,641                                                                                                                            

地方単独事業費

41,160                                                                                                                            

41,160                                                                                                                            

国庫補助事業費

-                                                                                                                                   

交付金の区分

重

点

交

付

金

通

常

交

付

金

1,487                                                                                              

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

7,434                                                                                                 

-                                                                                                    

7,434                                                                                              

国庫補助事業費

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

地方単独事業費

-                                                                                                                                   

担当部局課名

担当者氏名

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

-                                                                                                      

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

交付限度額計

3,430                                                                                                 

茨城県

八千代町

基金
特定事業者等

支援

-                                                                                                    

-                                                                                                    

-                                                                                                    

33,726                                                                                               

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

-                                                                                                      既配分額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

既配分額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

-                                                                                                      

1,487                                                                                                 machisui3@town.ibaraki-yachiyo.lg.jp

0296-49-6312

交付対象経費

1,487                                                                                                                             地方単独事業費

地方単独事業費

2,811                                                                                              70,641                                                                                               

08521

粟野　直人

秘書公室　まちづくり推進課

-                                                                                                    

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

33,726                                                                                            

種類

-                                                                                                    

-                                                                                                    

221                                                                                                

配分予定額計 116,320                                                                                           

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

3,032                                                                                              

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

41,160                                                                                            

移替先

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

配分予定額計
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

総務省

Ｂ４

70,641                                                                                            

70,641                                                                                            3,032                                                                                                                             

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 3,032                                                                                                                             

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

116,718                                                                                             

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補

助

・

単

独

所

管 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ３

配分予定額計
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

個人を対象と
した給付金等

1,487                                                                                              

小計　⑤＋⑥

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

1,487                                                                                                                             

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

70,641                                                                                                                            

-                                                                                                                                   

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

70,641                                                                                            

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                    -                                                                                                                                   

小計　交付限度額①＋②＋③ 1,487                                                                                                 

小計　交付限度額⑨＋⑩

70,641                                                                                            

-                                                                                                    

2,811                                                                                                 国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

小計　⑤＋⑥

小計　⑤＋⑥
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                                                      

今回配分予定額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

今回配分予定額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

41,160                                                                                               

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

小計　交付限度額⑦＋⑧

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）

619                                                                                                   
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

交付金の区分

重

点

交

付

金

通

常

交

付

金

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

基金
特定事業者等

支援
種類

Ｂ４

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補

助

・

単

独

所

管 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等

11 R4 単 ○ －
八千代町運
送事業者等
支援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

11,000 8,000 8,000 3,000 

①コロナ禍における日常生活に必要不可欠な交通の運行や物
資の運送等について、原油価格高騰の影響を受けている町内の
運送事業者等に対し、燃料費の一部を助成する。
②給付金
③事業費　 　11,000,000円
　 算出根拠　(1)貨物自動車運送事業　一律2万円/台
　　　　　　　　　　462台×２万円=924万円
　　　　     　　(2)一般貸切旅客自動車運送事業　一律2万円/台
　　　　　　　　　　26台×２万円=52万円
　　　　　　     (3)一般乗用旅客自動車運送事業　一律1万円/台
　　　　　　　　　　６台×１万円＝６万円
　　　　　     　(4)自動車運転代行事業　一律1万円/台
　　　　　　　　　　20台×１万円＝20万円
　　　　　　　　　・予備費　98万円
④運送事業者等

－ － － － R5.7 R6.3 支援事業者数　50件 HP R5補正（地）

12 R4 単 ○ －

社会福祉施
設等物価高
騰対策支援
金【通常分】

○ － ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 1,487 1,487 1,487 

①コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響を受けている高齢者介護施設及び障害者福祉施設に対し
て、その影響を利用者に転嫁することなく施設運営ができるよう
補助金を交付する。
②補助金
③事業費 　　16,204,500円
積算根拠　全ての高齢者介護施設及び障害者福祉施設に対し
て、1事業所あたり一律で200,000円のほか、食事の回数及び定
員数に応じて加算して補助をする。
　1.介護施設　29事業所　計11,228,500円
　　◎一律200,000円×29か所=5,800,000円
　　(1)入所系  ５事業所　加算　20円×３食×247人×275日＝
4,075,500円
　　(2)通所系１2事業所　加算　20円×１食×246人×275日＝
1,353,000円
　　(3)訪問系１2事業所　食事の提供がないため加算なし
　2.障害者福祉施設　13事業所　計4,976,000円
　　◎一律200,000円×13事業所=2,600,000円
　　(1)入所系２事業所　加算　20円×３食×84人×275日＝
1,386,000円
　　(2)通所系７事業所　加算　20円×１食×180人×275日＝
990,000円
　　(3)訪問系4事業所　 食事の提供がないため加算なし
④高齢者介護施設及び障害者福祉施設（私立）

－ － － － R5.7 R6.3 交付事業所　42事業所 HP R5補正（地）
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